
「結核に関する特定感染症予防指針」の論点 (案 )

予 1防 :‐ 1指 |‐ 針 指針に基づぐ施策 議‐1論■の|‐
‐
視 :‐ 点 対 応 策

前文

昭和二十六年の結核予防法の制定以来およそ半世紀が
経過し、この間の結核を取り巻く状況は、医学・医療
の進歩、公衆衛生水準の向上等により著しく変化し
た。現在、我が国の結核り患状況は、かつての青少年
層の結核単独かつ初感染発病を中心としたり患から一
変しt基礎疾患を有する既感染の高齢者のり患が中心
となつている。また、高齢者のみならず、一部の大都
市等の特定の地域において、高発病、遅発見、治療中
断、伝播高危険等の要素を同時に有している住民層の
存在についても疫学的に明らかになっている:一方
で、結核医療に関する知見の蓄積により、結核の診
断・治療の技術は格段に向上した。

○ :国の施策 (結核

研究所事業を含む)

◇ :結核研究所の

単独事業

◆ :その他の関係機関

による事業

☆国際的には多剤耐性結核、
HIV/AIDS合併結核が大きな課題と
なっているが、我が国の現状に照ら
して、何らかの言及が必要か。
☆結核の診断・治療の技術につい
て、特定感染症予防指針策定以降開
発された新しい技術 (具体例 :リ ン
パ球の菌特異蛋白刺激によるイン
ターフェロンγ放出試験、耐性遺伝
子診断法、遺伝子タイピング等)を
反映することが必要か 6

このような結核を取り巻く状況の変化に対応するに
は、予防の適正化と治療の強化、きめ細かな個男1的対
応、人権の尊重、地域格差への対応を基本とした効率
的な結核対策の実施が重要である。また、結核対策に
おいて結核予防法が果たしてきた役割の大きさと、い
まだに結核が主要な感染症である現実とを踏まえ、感
染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法
律等の一部を改正する法律 (平成十八年法律第百六号)
の施行に伴う結核予防法の廃止後においても、感染症
の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律
(平成十年法律第百十四号。以下「法」という。)に基
づき、結核の発生の予防及びそのまん延の防止、結核
患者に対する良質かつ適正な医療の提供、結核に関す
る研究の推進、医薬品の研究開発、人材養成、啓発や
知識の普及とともに、国と地方公共団体、地方公共団
体相互の連携と役割分担を明確にし、結核対策を総合
的に推進することにより、結核対策の二層の充実を図
る必要がある6

☆特定感染症予防指針策定以降の患
者数の減少を受けt低まん延化に向
けた、施策の一層の重点化を検討す
ることが必要か。 (例えば、健康診
断を効率化し、リスクグループヘ焦
点を当てた徹底的な対策による低ま
ん延化の促進、結核の根絶をめざす
等。)
☆適正技術の維持や医療提供体制の
再構築等の罹患率減少によって生ず
る新たな課題に対応することが必要
か。
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本指針は、このような認識の下に、総合的に予防のた
めの施策を推進する必要がある結核について、国、地
方公共団体、医療関係者、民間団体等が連携して取り
組んでいくべき課題について、発生の予防及びまん延
の防止、良質かつ適切な医療の提供、正しい知識の普
及等の観点から新たな取組の方向性を示すことを目的
とする。           Ⅲ

本指針については、結核の発生動向、結核の治療等に
関する科学的知見、本指針の進ちょく状況の評価等を
勘案して、少なくとも五年ごとに再検討を加え、必要
があると認めるときは、これを変更していくものであ
る。

第■|1原因の究明
基本的考え方

|』:1

国並びに都道府県、保健所を設置する市及び特別区
(以下「都道府県等」という。)においては、結核に関
する情報の収集及び分析並びに公表を進めるととも
に、海外の結核発生情報の収集については、関係機関
との連携の下に進めていくことが重要である。

○感染症発生動向調査
事業 【補助金】 (結核
を含む)

結核発 の の

結核の発 |ま、 ,去によ や入退院報告、医療
費公費負担申請等を基にした発生動向調査により把握
されている。結核の発生動向情報は、まん延状況の監
視情報のほか、発見方法、発見の遅れ、診断の質、治
療の内容や成功率、入院期間等の結核対策評価に関す
る重要な情報を含むものであるため、都道府県等は、
地方結核 口感染症サーベイランス委員会の定期的な開
催や、発生動向調査のデT夕 処理に従事する職員の研
修等を通じて、確実な情報の把握及び処理その他精度
の向上に努める必要がある。

○結核地域格差改善等
事業 【結核研究所国庫
補助事業】
(～ H20)

○結核登録者情報提供
等事業 【結核研究所国
庫補助事業】
(H21～ )

☆都道府県等において、地方結核・

感染症サーベイランス委員会の定期
的な開催や、発生動向調査のデータ
処理に従事する職員の研修等t確実
な情報の把握及び処理その他制度の
向上が図られているか。
☆発生動向調査については、入力率
が低い項目がある等の課題を踏まえ
て、質の向上、効率的活用のため、
入力項目の見直しが必要か。
☆耐性結核対策の強化、リスクグ
ループの洗い出し等を目的として、
病原体サーベイランス (薬剤耐性及
び分子疫学的調査)の体制構築につ
いて検討することが必要か。
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の予防及びまん延の防止

え

予防対策においては、感染症の予防の総合
な推進を図るための基本的な指針 (平成十一年厚生省
告示第百十五号。以下「基本指針」という。)第一の
下に定める事前対応型行政の体制の下、国及び地方公
共団体が具体的な結核対策を企画、立案、実施及び評
価していくことが重要である。

の特定の地域において、高発病、遅

見、治療中断、伝播高危険等の社会的リスクを同時に
有している結核発症率の高い住民層に対しても有効な
施策が及ぶような体制を構築する必要がある。そのた
め、我が国の現在の結核のまん延状況にかんがみ、発
生の予防及びまん延の防止のための対策の重点は、発
症のリスク等に応じた効率的な健康診断、初発患者の
周辺の接触者健診、有症状時の早期受療の勧奨等きめ
細かな個別的対応に置くことが重要である。

助金】 (接触者健診、
管理健診)

こ基づく定期の

1 かつて、我が国において結核が高度にまん延 して
いた時代においては、定期の健康診断を幅広く実施す
ることは、結核患者の発見の効率的な方法であつた
が、り患率の低下等結核を取り巻く状況の変化を受け
て、現在、定期の健康診断によつて患者が発見される
割合は極端に低下しておりξ公衆衛生上の結核対策に
おける定期の健康診断の政策的有効性は低下してきて
いる。

☆指針策定後、感染症法及び労働安
全衛生法に基づく健康診断は、効率
化を目的とした見直しが行われてい
るが、それを前提とした書きぶりに
することが必要か:
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2 -方 、高齢者t地域の実情に即 した疫学的な解析
により結核発病の危険が高いとされる住民層、発病す
ると手次感染を起こしやすい職業に就労している者等
の定期の健康診断の実施が政策上有効かつ合理的であ
ると認められる者については、重点的な健康診断の実
施が重要であるとの認識の下、健康診断の受診率の向
上を目指すこととする。

065歳 以上の者に対す
る定期健康診断 【政
令】

☆高齢者、地域の実情に即 した疫学
的な解析により結核発病の危険が高
いとされる住民層 (ハイリスクグ
ルTプ )、 発病すると二次感染を起
こしやすい職業に就労している者
(デンジャTグループ)等の定期健
康診断の実施状況は適切であるか。
☆さらなる健診の効率化の観点か
ら、健診対象とする高齢者の範国
(年齢の定義)を見直すことを検討
することが必要か6

3 学校、社会福祉施設等の従事者に対する健康診断
が義務付けられている施設のみならず、学習塾等の集
団感染を防止する要請の高い事業所の従事者に対して
も、有症状時の早期受療の勧奨及び必要に応じた定期
の健康診断の実施等の施設内感染対策を講ずるよう地
方公共団体が周知等を行うこととする。また、精神科
病院を始めとする病院、老人保健施設等 (以下「病院
等」という。)の医学的管理下にある施設に収容され
ている者に対しても、施設の管理者は必要に応じた健
診断を実施することが適当である。

〇各種学校等で実施
る定期健康診断 【政

☆定期健康診断の対象で
染を防止する要請の高い事業所の従
事者 (デ ンジヤーグループ)につい
て、最近の集団発生事例を踏まえ、
効果を評価 し、範囲を見直すことが
必要か。

に応じ、定期の健康診断の対象者について定めること
が重要である。市町村が定期の健康診断の対象者を定
める際には、患者発見率〇・〇二から○・○四パーセ
ントをその基準として参酌することを勧奨する。

4 基本指針に則して都道府県が策定する予防計画の
中に、市町村の意見を踏まえ、り患率等の地域の実情

○市町村が特に必要と
認める者に対する健康
診断 【政令】

☆市町村が定期の健康診断の対

を定める際の参酌基準 (患者発見率
〇・〇二から〇・〇四パーセント)
について、近年の知見を踏まえ見直
しが必要か。

5 市町村は、医療を受けていないじん肺患者等に
しては、結核発症のリスクに関する普及啓発ととも
に、健康診断の受診の勧奨に努めるべきである。

☆低蔓延状態に向けて、「有症状
の早期受診」がより重要となること
から「症状の出現、1増悪に際して早
期受診」を加えることが必要か。
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6 結核の高まん延地域を管轄する市町村は、その実
情に即して当該地域において結核の発症率が高い住民
層 (例えば、住所不定者、職場での健康管理が十分と
はいえない労働者、海外の高まん延地域からの入国者
等が想定される。)に対する定期の健康診断その他の
結核対策を総合的に講ずる必要がある。

市町村が特に必要
認める者に対する健康
診断 【政令】

☆施策の重点化のため、リスク
ループに焦点を当てた対策の一層の
強化を目的として、リスクグル■プ
のうち、住所不定者 i社会経済的弱
者、新入国者などについて、対象と
すべき具体的な集団の範囲 (定義 )
を整理して必要とされる対策を示す
ことが必要か。

い地域においては、
保健所等の窓口に我が国の結核対策を外国語で説明し
たバンフレツトを備えておく等の取組を行うことが重
要である。また(地域における外国人の結核の発生動
向に照らし、市町村が特に必要と認める場合には、外
国人に対する定期の健康診断の体制に特別の配慮が必
要である。その際、人権の保護には十分に配慮すべき
である。

○在日外国人医療相談
事業 【結核研究所国庫
補助事業】

☆外国人への対策について、全国的
に行うことが必要か。また、治療ヘ

の理解を促す積極的な対策として、
都道府県が実際に行つている事業を
踏まえ、パンフレットを備えておく
以外に有効な対策を示すことが必要
か。 (例えば、都道府県単位で通訳
サニビス等の環境を整えること
等。)
☆外国籍ではあるものの国内居住歴
の長い者をハイリスクととらえるこ
とは必要かど高まん延国の滞在歴を
リスクと捉える考え方から、「外国
人」 (国籍)ではなく、「高まん延
国の出身者」または「居住歴がある
者」とすることが考えられるか。

8 健康診断の手法として、寝たきりや胸郭の変形等
の事情によつて胸部エックス線検査による診断が困難
な場合、過去の結核病巣の存在により現時点での結核
の活動性評価が困難な場合等においては、積極的に喀

痰
かくたん
検査 (特に塗抹陽性の有無の精査)を活用する

ことが望ましい。

☆健康診断において、胸部エックス

線検査による診断が困難な場合等、
喀痰検査を積極的に行うことは必要
か。 (有症状の有無等、間診によ
り、必要な時に喀痰検査を実施する
ことでよいか。)
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に基づく結核に係る健康診断

1 法第十七条の規定に基づく結核に係る健康診断
は、結核のまん延を防止するため必要があると認める
ときに、結核にかかつていると疑うに足りる正当な理
由のある者について結核感染又は発病の有無を調べる
ために行われる健康診断である。これまで結核患者の
診断を行つた医師等の協力を得つつ、一般的に保健所
等における業務として実施されてきたもので、結核対
策において重要な位置を占めるものである。

○接触者健診の

告、受診措置 【法第17
条】

区の長 (以下「都道府県知事等」という。)が法第十七
条の規定に基づく結核に係る健康診断を行う場合に
あつては、健康診断を実施することとなる保健所等の
機関において、関係者の理解と協力を得つつ、関係機

認あ実騎套還壇危塁ゑ毛ふ暑士Zぶ壁壁[登Y『香鷲
際、特に集団感染につながる可能性のある初発患者の
発生に際しては、法第十七条の規定に基づく結核に係
る健康診断の勧告に従わない場合に都道府県知事等が
直接に対象者の身体に実力を加えて行政目的を実現す
るいわゆる即時強制によって担保されていることに留
意しつつ、綿密で積極的な対応が必要である。また、

雪季名褥貸肇嵩貧馨凛種尋嵩5磐蓬象糧墓雰十甲極漢
診断の対象者を適切に選定する必要がある。

助金】 (接触者健診、
管理健診)

○結核集団感染事例報
告の徹底等について
【通知】

☆■般の住民及び医療従事者に対す
る注意喚起を目的として、集団感染
が判明した場合には、厚労省への報
告とともに、個人情報の取り扱いに
十分な配慮をしながら速やかに公表
することを記載することが必要か:

ゆる即時強制によって担保されていることに留意しつ

つ、健康診断の対象者を適切に選定し、必要かつ合理
的な範囲について積極的かつ的確に実施することが望
ましい。また、健康診断の勧告等については、結核の
まん延を防止するため必要があると認めるときに、結
核の感染経路そ―の他の事情を十分に考慮した上で、結
核に感染していると疑うに足りる正当な理由のある者
を確実に対象とすべきである。

3 結核思者の発生に際しては、都道府県知事等は、
法第十七条の規定に基づく結核に係る健康診断がいわ

○厚生労働科学研究の
成果として「結核の接
触者健康診断の手引き
とその解説」公表

○接触者健診の取扱に
ついて 【通知】

☆接触者健診を一層強化するため
に、どのような施策が有用である
か。 (例えば、各地域における接触
者健診の評価の実施など)
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四

1 予防接種は、感染源対策、感染経路対策及び感受
性対策からなる感染症予防対策の中で、主として感受
性対策を受け持つ重要なものである。そのため、結核
対策においても、BCG接種に関する正しい知識の普及
を進め、接種の意義について国民の理解を得るととも
に、予防接種法 (昭和二十三年法律第六十八号)に よる
定期のBCG接種の機会が乳児期に一度のみであること
にかんがみ、市町村においては、適切に実施すること
が重要である。

OBCG接 種 【予防接
種法第2、 3条、同施行
令第1条の2】

☆今後の結核対策におけるBCG接種の
位置づけを、どのように考えるか。

☆BCG未接種者について、未接種の理

由を把握することが必要ではない
かもまたその理由を踏まえ、未接種
者対策についてどのようなことを行
うことが必要か。

2 市町村は、定期のBCG接種を行 うに当たつては、
地域の医師会や近隣の市町村等と十分な連携の下、乳
児健康診断との同時実施、個別接種の推進、近隣の市
町村の住民への接種の場所の提供その他対象者が接種
を円滑に受けられるような環境の確保を地域の実情に
即して行い、もってBCGの接種率の目標値を生後六月
時点で九十パーセント、一歳時点で九十五パーセント
とする。

☆コッホ現象への こついて、

療機関における対応の妥当性を確認
し、適切な対応方法を示すことが必
要か。

を接種して数日後、被3 BCGを 接種して数日後、被接種者が結核に感染し
ている場合には、ァ過性の局所反応であるコッホ現象
を来すことがある。コッホ現象が出現した際には、被
接種者が市町村にその旨を報告するように市町村等が
周知するとともに、市町村から保健所に必要な情報提
供をすることが望ましい。また、医療機関の受診を勧
奨する等当該被接種者が必要な検査等を受けられるよ
うにすることが適当である。

4 国においては、予防接種に用いるBCGについて、
円滑な供給が確保されるよう努めることが重要であ
る。
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の

― 基本的考え
1 結核患者に対 して、早期に適正な医療を提供 し、
疾患を治癒させること及び周囲への結核のまん延を防
することを結核に係る医療提供に関する施策の基本

)結核医明
【補助金】

☆低まん延化に向けた施策の重点化

に伴い、発症リスクのある対象への
対策強化を行うという考え方から、
「潜在性結核感染症の治療の推進」
を基本的考え方で言及することが必
要か。

あるため、基礎疾患を有する結核患者が増加してお
り、結核単独の治療に加えて合併症に対する治療も含
めた複合的な治療を必要とする場合も多く、求められ
る治療形態が多様化、複雑化している:そのため、:我
が国の現在の結核のまん延状況にかんがみ、医療にお
いても対策の重点は発症のリスク等に応じた結核患者
に対する適正な医療の提供、治療完遂に向けた患者支
援等きめ細かな個別的対応に置くことが重要である。

2 現在我が国における結核のり患の中心は高齢者で 亥患者収容モデル

事業 【補助金】 保し、患者を中心とした効率的な医
療提供を行つていくために:結核医
療提供体制の再構築を行うことが必
要か。         ―

☆低まん延化に向け、医療の

他、多剤耐性結核患者や管理が複
雑な結核治療を担う拠点病院を定
め、地域レベルにおいて、合併症
治療を主に担う地域基幹病院を定
め、国レベルで都道府県で対応困
難な症例を担う専門施設を定め
る。
●都道府県単位で、拠点病院を中
′いとして、各地域の実状に応じた
地域医療連携ネットワーク体制を
整備する。また、地域連携ネット
ワークに対して専門施設が支援を
提供できる体制 (専門施設ネット
ワーク)を整備する。
●個別の患者の病態に応じた治療
環境を整えるべく、また医療アク
セスの改善を図るためにも、結核
病床とその他の病床を併せた二
ニット化病床、感染症病床の利用
を含めた一般病棟の中の陰圧病床
の整備を進めるも

<第 16回結核部会「今後の医療の
あり方に関するこれまでの議論の
概要」より>
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3 結核の治療に当たつては、適正な医療が提供され
ない場合、疾患の治癒が阻害されるのみならず、治療
が困難な多剤耐性結核の発生に至る可能性がある。こ
のため、適正な医療が提供されることは、公衆衛生上
も極めて重要であり、結核に係る適正な医療について
医療機関今の周知を行う必要がある。    |

○結核医療の基準 【告
示】
◆日本結核病学会によ
る「結核医療の基準」

4 医療現場においては、結核に係る医療は特殊なも
のではなく、まん延の防止を担保 しながら一般の医療
の延長線上で行われるべきであるとの認識の下、良質
かつ適正な医療の提供が行われるべきである。このた
め、結核病床を有する第二種感染症指定医療機関にお
いては:結核患者に対 して、特に隔離の必要な期間
は、結核のまん延の防止のための措置を採つた上で、
患者の負う心理的重圧にも配慮 しつつ、療養のために
必要な対応に努めるとともに、隔離の不要な結核患者
に対 しては、結核以外の患者と同様の療養環境におい
て医療を提供する必要がある:また、患者に薬物療法
を含めた治療の必要性について十分に説明し、理解及
び同意を得て治療を行うことが重要である。  _

0人院翻告・借直 【法
19条】
○入院に関する基準
【通知】
○退院 【法22条】:

○退院に関する基準
【通知】

☆病棟単位から病床単位の結核病床
に移行 していく中、院内感染予防
や、患者中心の医療の観点から、中
長期にわたる入院の療養環境により
配慮した方策を講じることが必要
か 。

☆入退院基準の妥当性について、検
討を継続していくことが必要か。
☆入院勧告に従わない患者への対応
方策を検討することが必要か。

●結核病床 (ユニット化病床含
む)、 モデル病床について、院内
感染予防t療養環境を考慮 した施
設基準を定める。
<第 16回結核部会「今後の医療の
あり方に関するこれ志での議論の
概要」より>

5 医療機関においては、結核の合併率が高い疾患を
有する患者等 (後天性免疫不全症候群、じん肺及び糖
尿病の患者、人工透析を受けている患者、免疫抑制剤
使用下の患者等)の管理に際し、必要に応じて結核発
症の有無を調べ、積極的な発病予防治療の実施に努め
るとともに、入院患者に対し、結核に関する院内感染
防止対策を講ずるよう努めなければならない。

6 国民は、結核に関する正しい知識を持ち、その予
防に必要な注意を払うとともに、特に有症状時には、
適正な治療を受ける機会を逃すことがないように早期
に医療機関を受診し、結核と診断された場合には治療
を完遂するよう努めなければならないιまた、結核の

患者について、偏見や差別をもって患者の人権を損な
わないようにしなければならない。

○毎年実施する結核予

防週間 【通知】
◆結核予防会が実施す
る結核予防全国大会等

☆結核に対する一般国民の意識が低
下していることから、働き盛りや無
保険者、自覚症状を意識しない者
(他の呼吸器合併症を持つ者、認知
症、喫煙者)等、対象に焦点を当て
た受診の遅れに対する方策を検討す
ることが必要か。




